
は じ め に

非軍事化という日本占領の大方針に基づいて１９４５年１１月に帝国陸海軍が

解体された後，日本に軍隊を再保有させるという構想が米国政府内で持ち

上がるのは，直後の４６年春のことであった。軍部が対ソ戦争計画を検討す

る中で，日本再軍備の有用性が認められたのである�。４９年３月には，国

防総省� の作成した「日本の限定的再軍備」と題する文書が NSC（国家安

全保障会議）に提出され，日本再軍備は米国政府中枢での検討課題となる。

NSC ４４としてファイリングされたこの文書の骨子は，日本再軍備の即時開

始は望ましくないが，戦時に日本の潜在力を活用するためにその準備を始

めておくべき，というものであった。米国政府内では，日本再軍備の直接

的な契機となる５０年６月の朝鮮戦争勃発のはるか以前から，その検討が本

格化していたのである。しかしながら，NSC ４４が政府決定となることはな

く，４９年９月を最後に，その検討が行われた形跡は消える。詳細は別稿に
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日本再軍備の起源：

米国政府内における検討の開始と頓挫，

１９４６年～１９４９年

吉 田 真 吾

�　従来，４８年説がとられてきた日本再軍備の起源を４６年説へと修正したのは，

柴山太『日本再軍備への道』（ミネルヴァ書房，２０１０年）第１章である。

�　正確には４７年から４９年までは NME（国家軍事機構）であり，NME と国防総

省の間には長官の権限など組織面での違いもあるが，本稿では便宜的に，「国防

総省」で表記を統一する。



譲るが，日本再軍備が米国政府の正式な決定事項となるのは，５０年９月に

トルーマン（Harry S. Truman）大統領が NSC ６０/１　「対日講和条約」を

承認したときのことであった�。

本稿の目的は，なぜ，いかなる過程を経て，日本再軍備が米国政府内で

検討されるようになり，その後頓挫したのかを解明することにある。日本

再軍備の起源に関しては，優れた実証研究の蓄積がある�。本稿は，そこ

で明らかになった種々の知見を踏まえつつ，まだ十分には明確になってい

ない次の三点を解明する。第一に，日本再軍備の促進要因と抑制要因であ

る。先行研究では，これらのうちのいくつかが個別に指摘されることがあ

るものの，体系的な分析がなされているわけではない。第二に，日本再軍

備に関する米国政府内の政治過程である。先行研究では，各々の関心に

沿った特定の行動主体の構想や検討過程が詳らかにされる一方，それ以外

の主体についての検証は相対的に薄く，省間政治についても未解明の部分

が残っている。第三に，日本再軍備の検討開始から NSC ４４の挫折に至る

過程における，促進・抑制要因の影響である。

これらを解明するため，本稿は二つの視座を設定する。ひとつは，米国

の三つの封じ込め戦略である。広く知られているように，冷戦期の米国は，

ソ連を筆頭とする共産圏およびドイツと日本という旧敵国に対する「二重
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�　Memo for the President, September ７, １９５０, Foreign Relations of the United 
States［hereafter FRUS］, １９５０, vol. VI, pp. １２９３�１２９６.

�　菅英輝『米ソ冷戦とアメリカのアジア政策』（ミネルヴァ書房，１９９２年）第５

章。古関彰一「冷戦政策における日本再軍備の基本的性格」歴史学研究会編

『歴史学研究別冊特集』（青木書店，１９７８年）。楠綾子『吉田茂と安全保障政策の

形成』（ミネルヴァ書房，２００９年）第２�３章。柴山『日本再軍備への道』第１

章。秦郁彦『史緑日本再軍備』（文藝春秋，１９７６年）第４章。三浦陽一「日本再

武装への道程　１９４５～１９５０年」『歴史学研究』第５４５号（１９８５年９月）。増田弘

「朝鮮戦争以前におけるアメリカの日本再軍備構想（１，２
　

 ）」『法学研究』第７２

巻４，５号（１９９８年４，５
　

 月）。



の封じ込め（double containment）」を志向していた�。このうち，対ソ封

じ込めについては，政治・経済的なものと軍事的なものに分割して考える

ことができる�。大まかに言って，前者は，非軍事的手段を用いて，日本

を含む重要地域―極東ではほかに豪州やフィリピンなど―の政治的・

経済的安定や親米傾向を促進し，共産主義の浸透や間接侵略などのソ連陣

営の非軍事的脅威を相殺しようとする戦略である。後者は，軍事的手段に

よって，そうした重要地域に対する強要や軍事侵攻などのソ連陣営の軍事

的脅威に対抗しようとする戦略である。それぞれ，冷戦戦略と軍事戦略と

呼ぶこともできよう。

両者は並存しうる一方，その間には一定の緊張関係も存在する。そして，

政治・経済的な対ソ封じ込めを重視する立場からは，軍事的な封じ込めを

批判する論拠として，安全保障のジレンマの論理がしばしば用いられる。

すなわち，米国が軍事的手段を講じれば，ソ連陣営との関係が悪化すると

ともに，その対抗措置によって米国に対する軍事的脅威が高まる。そうな

れば，米ソ冷戦は軍事対立のスパイラルに陥り，最終的に熱戦に至りかね

ず，米国の負担も増大する，という論である。本稿では，冷戦戦略の一部

ともいえるこうした安全保障のジレンマへの配慮にも着目する。

他方米国にとっては，ソ連だけではなく，ドイツと日本という旧敵国が
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�　「二重の封じ込め」については，さしあたり，Christopher Layne, The Peace 
of Illusions: American Grand Strategy from １９４０ to the Present（Ithaca: Cornell 

University Press, ２００７）を参照。その他の参考文献の紹介を含め，吉田真吾

『日米同盟の制度化』（名古屋大学出版会，２０１２年）２０�２２頁も参照。

�　米国の対ソ封じ込め戦略の複層性については，さしあたり，佐々木卓也『封

じ込めの形成と変容』（三嶺書房，１９９３年）, John Lewis Gaddis, Strategies of 
Containment: A Critical Appraisal of American National Security Policy during the Cold 
War, Revised, Expanded Edition（Oxford: Oxford University Press, ２００６）, 

Chapters １�４; Melvyn P. Leffler, A Preponderance of Power: National Security, 
the Truman Administration, and the Cold War（Stanford: Stanford University 

Press, １９９２）を参照。



軍事大国として復活することを封じ込めておく必要もあった。太平洋戦争

を終えたばかりの米国にとって，ソ連という新たな脅威が生じたとはいえ，

日本が再度軍国主義的な傾向を強め，軍事力を増強して米国に対する直接

的な脅威となることへの懸念を拭い去ることは難しかった。加えて，日本

の軍事大国化は，戦前・戦中の経験から豪州やフィリピンをはじめとする

極東諸国が最も警戒するところでもあり，米国が日本の復活を支援するよ

うな行動をとれば，冷戦戦略上重要となる親米諸国の連帯が弱まる可能性

もあった。本稿は，①ソ連に対する政治・経済的な封じ込め，②ソ連に対

する軍事的な封じ込め，③日本に対する封じ込めという三つの戦略，およ

び①に内在する安全保障のジレンマへの配慮に着目し，日本再軍備の推進

要因と抑制要因を解明していく。

もう一つの視座は，冷戦初期の米国の対極東政策を論じる際にしばしば

用いられる，国務省，国防総省，および連合国軍総司令官（SCAP）兼米

極東軍司令官のマッカーサー（Douglas MacArthur）の三者関係である�。

国務省は米国の対外政策全般における重要主体であり，これは当該期にも

変わりはない。三軍と JCS（統合参謀本部）を束ねる形で４７年に発足した

国防総省は軍事政策の重要主体であり，当時は陸軍省が主軸となってドイ

ツや日本などの占領政策も所管していた。ただし，日本占領を実施する主

体はマッカーサーであり，その権限は強大だった。加えて，米軍には現地

司令官の見解を重視する伝統があり，特にマッカーサーは軍歴や知名度の

面で，通常の司令官とは異なる巨大な存在であった。それゆえ，国務省・

国防総省と並び，マッカーサーという個人が，米国政府の対日・対極東政

策の形成に自律的な主体として関与することになっていたのである。なお，
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�　こうした視座を明示した研究として，さしあたり，ジョン・ルイス・ギャディ

ス（五味俊樹監訳）『ロング・ピース』（芦書房，２００３年）第４章，宮里政玄

「アメリカ合衆国政府と対日講和」渡辺昭夫，宮里政玄編『サンフランシスコ講

和』（東京大学出版会，１９８６年）を参照。



大統領であるトルーマンは対日政策にはほとんど関心を示さず，これに直

接関与する機会は少なかった。

本稿では，日本再軍備に関する三者の構想を均等に検証した上で，三者

間の NSC レベルでの政治過程を検証する。本論の構成はこの流れに沿っ

たものとなっており，第１節から第３節までで，それぞれ国防総省，マッ

カーサー，国務省の日本再軍備に関する構想を分析する。そこからは，国

防総省が比較的前向きな立場を，マッカーサーが否定的な立場を，国務省

がそれらの中間的な立場をとるという，鼎立の構図が浮かび上がる。最後

に第４節で，三者間の相互作用の過程を叙述する。

１．国防総省での検討

冒頭で触れたように，戦中に浮上した日本の非軍事化という構想が占領

政策の支配的な方針だった４６年春，軍部による対ソ戦争計画の検討過程に

おいて日本再軍備の構想が浮上した。JCS の下部組織である JPS（統合参

謀計画部）は，米ソ戦が勃発した場合，ソ連が米国の軍事拠点となる日本

列島への侵攻を企てる可能性がある，と想定していた。この前提の下，「動

員解除された日本陸軍の一部を再武装すること」は，日本占領軍とアジア

大陸部から日本に撤退してくる米軍への支援となり，ソ連の軍事的脅威の

相殺に寄与しえる，と考えられたのである。JPS 曰く，５
　

 個師団からなる

日本の陸上兵力は，日本防衛に関する米軍の負担―日本占領軍には陸軍

全１０個師団のうち４個師団が割かれていた―を軽減し，その戦力をより

優先度の高い欧州戦線へと再配備することを可能にするものだった（この

点は本節後半で詳述する）。JPS は４７年９月，米ソ戦勃発後速やかに日本

軍の装備と訓練を開始するための計画の策定を推奨した�。しかし，SCAP 
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�　JPS ７８９/１,“Stuff Studies on Certain Military Problems Deriving from 



兼極東軍司令官であるマッカーサーの同意が得られないことが明らかに

なったため，JPS は計画策定をあきらめたようである�。日本再軍備に関

するマッカーサーの見解については次節で論じるが，概して否定的だった。

４８年に入ると，JCS 内部で構想されていたに過ぎなかった日本再軍備が，

国防総省上層部での検討対象となる。２
　

 月，ロイヤル（Kenneth C. Royall）

陸軍長官はフォレスタル（James V. Forrestal）国防長官に対し，「困難

かつ危険なテーマ」だと断りつつ，日本および西ドイツの限定的再軍備を 

NSC での議題に上げるよう進言した。後述するように，この頃は米軍，特

に陸軍の戦力不足が深刻化していた時期であり，国防総省はその是正に向

けて動いていた。日独の再軍備に関するロイヤルの勧告はその一環として

行われ，NSC に上げることは留保したものの，フォレスタルは国防総省内

での「徹底的な研究」を指示する。そして４月，ウェデマイヤー（Albert 

C. Wedemeyer）を長とする陸軍省計画・作戦課が「日本の限定的再軍備」

と題する報告書の草稿を完成させ，ロイヤルに提出した。ロイヤルは自ら

の見解と合わせて報告書をフォレスタルに提出し，６
　

 月には，国防総省首

脳部からなる戦争委員会での討議が行われる。その結果，NSC での新たな

対日政策の策定作業―第４節で見るように，これは NSC １３/２　として結

実する―が進行中だったことに鑑みて，JCS への諮問を含む省内でのさ

らなる検討はその完了を待つこととなり，報告書は参考のため NSC 事務
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 ‘Concept of Operation for PINCHER’,”April １３, １９４６, in Paul Kesaris, ed., 

Records of the Joint Chiefs of Staff［hereafter RJCS］, Soviet Union（Washington 

D.C.: University Publication of America, １９７９）, Reel ２; JPS ８１６/４,“Probable 

Allied Demands on U.S. Resources for Support of Allied War Effort,”June 

１６, １９４７, CCS ００４.０４（１１�４�４６）, Sec. ４, Record Group［hereafter RG］２１８, 

National Archives II, College Park, Maryland［hereafter NA］; JPS ８４９/１, 

September １９, １９４７, CCS ３８１（１�２４�４２）, Sec. ６, RG ２１８, NA.

�　４６年から４７年にかけての日本再軍備構想の詳細については，柴山『日本再軍

備への道』２１�３２頁を参照。



局に回覧されるにとどまった�。

陸軍省の結論は，日本再軍備は限定的なものであっても，現在のところ

実施可能でも賢明なものでもなく，当面許可されるべきではないが，その

準備は即時開始されるべき，というものだった�。この大枠は，後の NSC 

４４に引き継がれる。ただし，詳細は明らかではないが，計画・作戦課が再

軍備の準備開始に力点を置いていた一方，ロイヤルは再軍備の困難性を強

調しようとしていた可能性もある�。そうした差異はあったにせよ，ここ

で挙げられた再軍備に否定的に作用する考慮を整理すると，冷戦戦略と日

本の再軍事大国化への懸念に大別することができる。

陸軍省の提示した冷戦戦略上の考慮は，三点に細分化される。第一に，

日本の経済力不足である。再軍備によって，経済・軍事両面で米国の対日

援助を増やす必要が生じるだけでなく，日本の経済復興が遅れ，最悪の場

合，日本経済が破綻する可能性もあった。経済復興は，日本がソ連の支配

下に入らないようにするために不可欠であり，日本再軍備はそれを妨げか

ねなかった。この点に関連し，陸軍省は４７年から翌年にかけて，フォレス
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�　Memo, Royall to Forrestal, February ２０, １９４８, Box １９, Subject File［here-

after SF］, １９４６�１９４８, Plans and Operation Division［hereafter P&O］, RG ３１９, 

NA; Memo, Ohly to Royall, February ２４, １９４８, ibid.; Memo, Wedemeyer to 

Royall and Bradley,“Limited Rearmament for Japan,”April ２７, １９４８, ibid.; 

Memo, Forrestal to JCS,“Limited Military Armament for Japan,”October 

２１, １９４８, CCS ３８８.３ Japan（３�１３�４５）, Sec. ２, RG ２１８, NA.　なお，日本再軍備

とともに提案された西独再軍備に関する国防総省の検討については，Sheldon 

L. Goldberg, From Disarmament to Rearmament: The Reversal of US Policy toward 
West Germany, 1945�1955（Athens: Ohio University Press, ２０１７）, Chapter２が

詳しい。

�　以下，ロイヤル見解と陸軍省報告書の内容については，特に註がない限り， 

Memo, Royall to Forrestal,“Limited Military Armament for Japan,”May 

１８, １９４８, CCS ３８８.３ Japan（３�１３�４５）, Sec. ２, RG ２１８, NA を参照。

�　Memo, Wedemeyer to Royall,“Limited Military Armament for Japan,”

May １７, １９４８, Box １９, SF, １９４６�１９４８, P&O, RG ３１９, NA.



タルや後出するケナン（George F. Kennan）国務省政策企画室長らと共同

し，民主化と非軍事化を軸とする日本の改革を基調としていた占領政策の

重点を，経済復興などによる政治的・経済的安定に移していく�。

第二に，非軍事化を明文化した日本国憲法第９条の存在である。改憲の

敷居は高く，米国が憲法は再軍備を禁止していないという解釈を示せば，

「米国は日本における自らの威信を弱める」ことになり，「日本人との関係

における最善の長期的な政治的立場」が低下する。第三に，戦前・戦中の

経験から日本を主要な脅威と認識している華豪比などの反対である。日本

の再軍備は，改憲とともに，ポツダム宣言やそれに基づく従来の占領政策

の変更・破棄を必要とするが，米国がそれを一国主義的に行なえば「極東

諸国を離反させる」可能性があった。日本再軍備は，日本や極東諸国の米

国離れを促し，冷戦において米国を不利な立場に追い込みかねない，と懸

念されたのである。

極東諸国の懸念と関連するが，陸軍省自身も，再軍備が日本の軍事大国

化を再度招来する可能性を危惧していた。近代の歴史を振り返ると，第一

次世界大戦後のドイツに代表されるように，敗戦国が戦勝国の課した軍備

制限を受け入れ続けることはなく，日本への軍備制限も一時的な効力しか

持たないはずであった。それゆえ，再軍備を検討するにあたっては，「非

軍事化と民主化が日本人に深く根差す前に日本の軍隊を認めることの心理

的な悪影響」，具体的には「日本軍国主義への影響」を，考慮に入れる必

要があったのである。

しかしながら，「単に軍事的観点から見た場合，日本の軍隊の創設は望

ましい」のも事実であった。それゆえ陸軍省の報告書は，将来的な占領軍
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�　マイケル・シャラー（五味俊樹監訳）『アジアにおける冷戦の起源』（木鐸社，

１９９６年）第４�５，７�８章。ハワード・ショーンバーガー（宮崎章訳）『占領　１９４５

�１９５２』（時事通信社，１９９４年）第６章。



の撤退あるいは大幅削減に備えて，限定的再軍備に関する計画を即座に準

備するよう勧告した。ロイヤルも，「近い将来の戦争勃発時において，縮

小された日本防衛用の米軍を支援するための，日本の人的資源の活用に関

する計画」が現時点で必要だと強調した。報告書は，再軍備のための改憲

について研究することも推奨している。さらに，日本の陸軍および沿岸警

備隊の創設（海軍への言及がなかったことについては後述する）という将

来目標の達成手段として，文民警察を増強しておくことも勧告された。第

４節で見るように，陸軍省作戦・計画課は報告書草案の策定後，日本の限

定的再軍備を認める文言を対日政策文書や将来の対日講和条約に明記する

よう，政府内で主張する。

占領軍の撤退や「近い将来の戦争勃発時」という上の文言が示唆してい

るように，陸軍省を日本再軍備に前向きにさせた「軍事的観点」とは，上

記 JPS の際と同じく，米ソ戦勃発時の日本による負担分担と在極東米軍の

他地域への再配備という軍事戦略上の必要性であった。報告書は次のよう

に論じる。深刻な戦力不足の影響で，米国は極東に最小限の兵力しか展開

できない。そのため，日本が日本列島および在日米軍基地―詳細は別稿

に譲るが，陸軍省は講和後における基地の維持を報告書の前提に据えてい

た―の防衛を支援することは極めて重要である。日本軍は，国内治安の

維持や対外的な防衛を担うことで「我々の限られた兵力の有効活用」に資

する，と。JPS の言葉を借りれば，米ソ戦の勃発直後に日本を再武装させ

れば，他地域への再配備のために「可能な限り早い時期に，実施しうる最

大の規模で，米陸軍が日本から撤退する」計画が実行可能となる�。日本

再軍備には，米軍の戦力が不足する中で，戦時にそれを極東から他地域へ

と振り分ける際の補填という役割が期待されていたのである�。
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�　JPS ８４９/１.

�　この点を最初に強調したのは，柴山『日本再軍備への道』３９�４１，４８�４９，５２



当時，米国は深刻な戦力不足に陥っていた�。４５年の終戦後に急速に復

員が進み，議会による国防予算削減の影響で，４８年の米軍兵力は終戦時の

約１,２１０万人から１４５万人にまで落ち込んだ。中でも，陸軍は約８２７万人から

５５万人にまで兵力数を減らし，陸軍省が想定していた約６７万人を大きく割

り込んでいた。それゆえ，４８年２月初頭まで陸軍参謀総長を務めたアイゼ

ンハワー（Dwight D. Eisenhower）や後任のブラッドレー（Omar N. Brad-

ley）は，現有兵力では既存の戦争計画を実行できないとして，陸軍の窮状

を繰り返し訴えた。フォレスタルはこれに応じ，２
　

 月，戦力不足をトルー

マン大統領に説明する場を，陸軍省と JCS に提供した。その後，フォレス

タルは何らの対応もとらない大統領に対し，陸軍戦力の不足は対外政策を

支える能力が制限されることを意味する，と自ら力説している。

フォレスタルの言に暗示されているように，４８年には，米軍の戦力が不

足する一方で，米国の軍事面での対外関与が拡大した。欧州では，引き続

くギリシア，トルコ，イタリアでの内戦や政治危機に加え，２
　

 月のチェコ

スロヴァキアでのクーデターによって情勢が緊迫し，米国政府では，ソ連

の間接侵略やソ連に対する恐怖の影響で，欧州諸国が中立化・共産化する

のではないかという懸念が広まった。それゆえ米国は，経済・軍事援助を

強化するとともに，２
　

 月にはギリシアへの直接的な軍事関与を決定し，そ

の後３月に形成された西欧同盟（WEU）への関与を強めていく。中東で
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�５４頁である。

�　４８年前後の米国の国防政策に関する以下の記述については，Stephen L. Rearden, 

History of the Office of the Secretary of Defense, Vol. I（Washington D.C.: His-

torical Office, Office of the Secretary of Defense, １９８４）, Chapters ６�７, １０�１１, 

１６; Kenneth W. Condit, The Joint Chiefs of Staff and National Policy, Vol. II（Wash-

ington D.C.: Office of Joint History, Office of the Chairman of the Joint 

Chiefs of Staff, １９９７）, Chapters ２�４, ６, ９, １１; Leffler, Preponderance of Power, 
Chapters ５�６; Marc Trachtenberg, History and Strategy（Princeton: Princeton 

University Press, １９９１）, pp. １５３�１６０を参照。



も５月のイスラエル建国に前後して緊張が高まり，ソ連の介入・影響力拡

大を防いで米国の利益―石油と空軍基地―を確保するために米軍を派

遣するという構想が，米国政府内で持ち上がった。こうした中，米国の戦

争計画においては，欧州大陸部を一旦放棄して中東および英国・沖縄の空

軍基地からソ連本土に戦略核攻撃を行う「周辺戦略」から，ライン川以西

と東地中海の防衛にも直接参加する「前方防衛」への転換が始まる。

かくして，軍事面での対外関与が拡大する中で，それに必要な戦力が不

足するという不均衡が生じたのである。国防総省はもともと，戦力不足に

鑑みて関与拡大に警鐘を鳴らしていた。だが，米国政府内でそうした警鐘

が十分に顧みられることはなかった。それゆえ，国防総省は戦力増強のた

めの予算増額を訴えた。しかし，大統領や議会がそれに十分に応じること

はなかった。こうした中で，日本再軍備は，在極東米軍の負担を軽減して，

その戦力の移動を可能にし，世界規模での対外関与と戦力の不均衡を是正

する手段の一部として発案されたのだった。

日本再軍備によって浮いた米軍戦力の主たる再配備先として想定されて

いた地域は，西欧だったと推測できる。トルーマン政権では，一貫して

「西欧第一主義」がとられていたからである�。それは戦争計画にも浸透し

ており，JCS は終戦間際から一貫して，欧州での作戦行動を最重視し，ア

リューシャン列島から日本・沖縄を経てフィリピンへと至る西太平洋の防

衛線―後に「不後退防衛線」と呼ばれる―には，最小限の戦力のみを

展開するという方針を有していた�。４８年春の NSC レベルの検討でも，ブ

ラッドレーは「我々の政治的，経済的，そして必要であれば軍事的支援を

受けるに際して，西欧が最優先権を有することが望ましい」と論じており，
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�　Leffler, Preponderance of Power, pp. ２２９�２３０.

�　W. David McIntyre, Background to the ANZUS Pact: Policy-Making, Strategy and 
Diplomacy, １９４５�５５（Christchurch: Canterbury University Press, １９９５）, pp. 

８７�９０, ９６�１１０.



これが JCS の立場として確認されていた�。この文脈では，４９年１月の訪

日時に行われたロイヤルの発言は，しばしばいわれるような単なる失言や

政府内政治上の戦術ではなく，ワシントンの西欧第一主義が口をついたも

のだったと解釈できる。ロイヤルは，米ソ戦においては太平洋よりも欧州

の方が戦略的に重要となるため，米国にとっての「負債」である日本から

占領軍を撤退させることは理にかなっていると語っていた�。

ここで留意しておきたいのは，陸軍省の報告書において，日本の再軍備

がその表題のとおり「限定的」なものと想定されていたことである。再軍

備計画の対象は，米国製兵器を装備し，米陸軍によって訓練されるととも

に厳しく監督される，数十万人程度の「小規模かつ軽武装の日本陸軍」だ

けだった。海軍については沿岸警備隊という準軍事組織のみが想定されて

おり，空軍については一切言及がない。上述のように，陸軍省は，再軍備

に伴う日本の再軍国主義化やそれに対する周辺諸国の反対を重視していた。

そのこともあり，「もし日本が最終的に軍隊を保持することになるのであ

れば，日本がそれを侵略に用いないようにすることが緊要であ」った。陸

軍のみの限定的再軍備には，「日本軍閥再興を防止する」こと，および「周

辺国の恐怖を和らげる」ことが期待されていたのである�。
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�　JCS １８６０/２,“The Position of the United States with Respect to Soviet-Di-

rected World Communism,”April ９, １９４８, RJCS, Soviet Union, Reel ２; Memo, For-

restal to NSC,“The Position of the United States with Respect to Soviet-

Directed World Communism,”April １７, １９４８, FRUS, １９４８, vol. I, pp. ５６１�５６４. 

See also, NSC ７,“The Position of the United States with Respect to Soviet-

Directed World Communism,”March ３０, １９４８, ibid. pp. ５４５�５５０.　なお，この

４８年春には，朝鮮半島からの米軍の早期撤退が政府決定となっていた。この点

については，小此木政夫『朝鮮戦争』（中央公論社，１９８６年）第１章第１節を参

照。

�　A-３５, Sebald to Acheson, February １２, １９４９, FRUS, １９４９, vol. VII, part ２, 

pp. ６４８�６４９.

�　Memo, Royall to Forrestal, May １８, １９４８.



２．マッカーサーの反対

日本再軍備に真っ向から反対したのは，SCAP 兼極東軍司令官のマッカー

サーである。現地司令官の見解を重視する米軍の伝統に従う形で，国防総

省は日本再軍備に関してもマッカーサーの見解を度々求めた。そうした機

会を含め，マッカーサーは折に触れて，米ソを含む大国間合意に基づき日

本を非武装中立化するべきという持論を繰り返し，講和後の米軍駐留とと

もに再軍備に強く反対した（この持論を前提として，マッカーサーは４７年

春，国務省極東部と共鳴する形で早期対日講和を提唱した�）。マッカー

サーは，再軍備に否定的に作用する要因として，①陸軍省が挙げた冷戦戦

略上の考慮を精緻化するとともに，②陸軍省のそれとは異なる独自の軍事

戦略に依拠した考えを提示し，③陸軍省が重視していなかったソ連との安

全保障のジレンマを挙げた�。一見すると，大国間合意に基づき日本を非

武装中立化するというマッカーサーの構想は，戦中から続く米ソ協調を基

盤としていたようにも映るが，実際には，米ソ対立を前提とした戦略的考
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�　早期講和論は，国務省政策企画室や軍部の反対もあり，４７年秋には頓挫する。

早期講和をめぐる米国政府内の政治過程については，五十嵐武『戦後日米関係

の形成』（講談社学術文庫，１９９５年）第１章第１節，シャラー『アジアにおける

冷戦の起源』第５章を参照。

�　NSC ４４の検討が終わる４９年９月までのマッカーサーの再軍備反対論に関する

以下の記述については，特に註がない限り，Economist, vol. １５３（July ５, １９４７）, 

p.９; C ５５２０５, MacArthur to Marshall, September １, １９４７, FRUS, １９４７, vol. VI, 

pp. ５１２�５１５; Memcon, March ５, １９４８, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ６９９�７１２; Mem-

con, March ２１, １９４８, ibid., pp. ７０６�７１２; Memo, Mueller to JCS,“Limited Mili-

tary Armament for Japan,”December ２３, １９４８, in Paul Kesaris, ed., RJCS,
Far East（Washington D.C.: University Publication of America, １９７９）, Reel 

６; Memcon, February １６, １９４９, FRUS, １９４９, Vol. VII, Part １, pp. ６５５�６５８; No. 

５６８, Sebald to Acheson, August ２０, １９４９, ibid., pp. ８３０�８４０を参照。



慮に支えられていたのである。なお，陸軍省が挙げた再軍備を抑制する要

因には，日本の再軍国主義化の可能性も含まれていたが，非軍事化と民主

化を軸とした日本占領の責を負うマッカーサーにとっては，これは想定し

得ないものだった。

マッカーサーの再軍備反対論に内在する冷戦戦略上の考慮は，四点に細

分化できる。第一に，海外植民地を失い，経済力が不足する現状で再軍備

を行っても，日本はせいぜい「五流の軍事力」しか構築できず，むしろ再

軍備を行なえば日本の経済面での生存が危うくなる。第二に，軍国主義の

惨憺たる結果から学び，憲法９条によって戦争を放棄した日本人が再軍備

を支持することはない。第三に，再軍備によって日本に対する極東諸国の

警戒が強まり，両者の友好関係の構築が妨げられる。米国の統制下であれ

ば再軍備に対する周辺国の恐怖心が和らぐという陸軍省の議論は，妥当で

はない。第四に，日本再軍備を推進することは，ポツダム宣言をはじめと

する国際的約束の反故や非軍事化を目的とする占領政策の大転換を意味す

る。それゆえこれは，共産主義者のプロパガンダを助長し，米国のモラル

面での立場を悪化させうる。そうなれば，日本での米国の威厳が弱まると

ともに，旧連合国でもある極東諸国が米国から離反しかねない。

以上をまとめる形でマッカーサーは，再軍備は「オリエントで共産主義

と戦うために不可欠な心理的一体性」や「日本の経済的安定」を危殆にさ

らすことになる，と論じた。後述するようにマッカーサーは，日本がソ連

の支配圏に入らぬようその経済的・心理的側面における米国寄りの姿勢を

追求すべき，とも主張している。マッカーサーの再軍備反対は，冷戦戦略

から導き出されたものだったのである。確かに，民主化を軸とする日本占

領の成功を信じて疑わないマッカーサーにいわせれば，これによって自由

を知った日本人が共産主義を許容する可能性は低かった�。しかし，政治・
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�　Memcon,“General MacArthur’s Remarks at Lunch, March １, １９４８,”un-



経済面での様々な問題を生じさせる再軍備は，日本と極東諸国を米国から

離反させる契機となり，冷戦において米国を不利な立場に追い込みかねな

いものだったのである。

マッカーサーの再軍備反対論は，独自の軍事戦略に基づく再軍備不要論

に支えられていた。マッカーサーは次のように論じる。極東における米軍

の最重要任務は，いかなる揚陸戦力もアジア大陸の港湾部から出撃できな

いようにすることにある。沖縄は，そうした兆候が生じた場合に，海空軍

を中心とする米軍戦力が港湾部の敵軍や施設を破壊して統制下に置くこと

を可能にする。沖縄を適切に開発して適切な戦力を配備すれば，大陸部か

らの戦力投射を予防することができ，日本本土に米軍を駐留させることな

く，そして日本に再軍備を行わせることなく，外部からの侵略に対する日

本の安全も保障できる，と。その適切な戦力には核兵器も含まれており，

当時の極東軍の戦争計画では，ウラジオストク，旅順，釜山などの大陸港

湾部への戦術核攻撃が想定されていた�。マッカーサーはソ連の対日侵攻

はないと見積もっていたが，おそらくそこには，以上の軍事戦略によって

ソ連は抑止されるという計算も働いていた�。マッカーサーに言わせると，

沖縄をはじめとする日本周辺の島嶼連鎖に十分な戦力を有する米軍が駐留

していれば，日本の再軍備は必要なかったのである。

ただし，マッカーサーが前提とする日本の中立が破られ，日本本土が他

国の支配下に入った場合，沖縄も無力化しかねなかった。軍事的観点から

すると，日本がソ連の手に落ちれば，ソ連が日本を軍事拠点として活用し，
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dated, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ６９７�６９９.

�　Staff Study,“Operation‘GUNPOWDER’,”March ２７, １９４８, Reel ７０３, RG 

６, MacArthur Memorial〔国立国会図書館憲政資料室所蔵〕.

�　マッカーサーの再軍備反対論を支える以上の軍事戦略については，楠『吉田

茂と安全保障政策の形成』５２�５６頁，柴山『日本再軍備への道』２８，３２，４１�４５

頁も参照。



南西・南方方面に攻勢作戦を展開することが予想された。そうなれば，沖

縄をはじめとする日本周辺の島嶼連鎖は，米軍の攻撃拠点としての機能を

低下させ，その維持すら危うくなる可能性がある�。おそらくマッカーサー

も同様の想定に立っており，他国に「日本列島の戦略施設」を使用させて

はならず，「西太平洋の列島部はすべて米国にとって死活的に重要だ」と

論じていた。マッカーサーは，日本を中立地帯としつつこの列島部全体を

維持しなければ，米国の防衛線は「米国大陸の西海岸への後退を余儀なく

される」とも語っている�。この意味で，冷戦戦略の文脈だけでなく，軍

事戦略の文脈においても，日本をソ連の支配下に入れないことが緊要で

あった。

日本再軍備に関するマッカーサーの結論は，日本をソ連に対抗するため

の「米国の軍事的な同盟国」に仕立て上げるのではなく，日本がソ連の支

配圏に入らぬようその経済的・心理的側面における米国寄りの姿勢を追求

すべき，というものだった。この結論を提示した上でマッカーサーは，日

本再軍備が米軍の負担の分担に資するという陸軍省の主張を非現実的だと

して退けた。その論拠は，ソ連との安全保障のジレンマであった。すなわ

ち，再軍備はソ連との関係を急速に悪化させることとなり，経済力不足か

らくる不十分な再軍備とあいまって，日本はソ連の「格好の獲物」として

その意のままに「貪り食われる」ことになろう。それを防ぎ，日本に米国

寄りの姿勢を維持させるためには，米国が極東における軍事プレゼンスを

増強させる必要性が生じ，結局，日本再軍備によって米軍の負担は増大す

る―。マッカーサーは，陸軍省の日本再軍備論の根底にあった，ワシン

トンの西欧第一主義と極東軽視についても，強く批判していた�。
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�　Memo, Royall to Forrestal, May １８, １９４８; NSC ４９, June １５, １９４９, FRUS, １９４９, 

Vol. VII, Part ２, pp. ７７３�７７７.

�　Memcon, March ５, １９４８; Memcon, February １６, １９４９.

�　この点については，ギャディス『ロング・ピース』１３７�１３８頁も参照。



確かに，マッカーサーの再軍備反対論の深層には，彼の伝記的研究が示

すように，多様な個人要因があったとも考えられる。日本の非武装中立化

というマッカーサーの持論は，早期講和論とともに，４８年あるいは５２年の

大統領選挙に向けた布石であり，彼の政治的野心のあらわれだったのかも

しれない。非武装中立化が米国世論の支持を得るための手段として機能し，

早期講和が選挙戦のための帰国を可能としうるからである�。また，マッ

カーサーの反対論には，「太平洋戦争の英雄となり，再三にわたり大統領

候補に擬せられたという彼の威信とプライド」やトルーマン政権に対する

嫌悪の影響で，ワシントンの方針転換に譲歩する余裕がなくなっていたと

いう心理状態が作用していた可能性もある�。あるいは，マッカーサーが

日本の政治的・経済的安定を優先させる立場から再軍備に反対したのは，

占領を通じて日本の民主化およびキリスト教化を成功させ，それを足掛か

りとして東洋に「自由とより高い生活水準という神の恵み（the blessing）」

を広めるという宗教的使命感と連動していたのかもしれない�。しかしな

がら，マッカーサーの反対論が，こうした個人要因の反映だったと同時に，

より高次の戦略的考慮の帰結だったことは，看過されるべきではない�。

いずれにしてもマッカーサーは日本再軍備に強く反対したわけだが，彼

の反対論には，米国のとるべき行動に関し，一貫しない部分があった。
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─　　─２５５

�　ショーンバーガー『占領』第２章。マイケル・シャラー（豊島哲訳）『マッカー

サーの時代』（恒文社，１９９６年）第１０章。

�　シャラー『アジアにおける冷戦の起源』１４１頁。増田弘『マッカーサー』（中

公新書，２００９年）４５７頁。

�　Memcon,“General MacArthur’s Remarks at Lunch, March １, １９４８.”マッ

カーサーの宗教心と占領政策全般の連動については，袖井林二郎『マッカーサー

の二千日』（中公文庫，２０１５年）２３，２５１�２７９頁を参照。

�　マッカーサーの信念や行動に，冷戦思考が影響していることも少なくない。

例えば，マッカーサーにとって，日本やアジアでの布教は共産主義という無神

論的イデオロギーに対する「無敵の精神的防御壁」を構築する手段でもあった 

（シャラー『マッカーサーの時代』１９３�１９６頁）。



マッカーサーは一方で，陸軍省が勧告した三つの行動―①限定的再軍備

に関する計画の策定，②改憲の検討，③再軍備を視野に入れた文民警察の

増強―に逐一反論した。そのうち①の計画策定については，「現時点で講

和条約後の日本再軍備について計画することは，いかなる目標にも役立た

ない」という断定が示されていた。しかし他方でマッカーサーは，「いか

なる計画も，戦争勃発後にとられる行動に関するものに限定されるべきで

あり，厳重に〔米国〕一国内にとどめて適切に機密保持されるべきである」

と，計画策定を容認するような見解も提示している。さらに，再軍備は当

面許可されるべきではないが，戦時に日本の人的資源を活用するための計

画は必要だという，ロイヤル陸軍長官の結論への賛意も明言していた。

マッカーサーは，総論で日本再軍備に反対しつつ，その計画策定という各

論を容認していたのである。この「総論反対，各論賛成」の見解は，４８年

１２月にワシントンに伝えられた�。４９年初頭，マッカーサーは，将来の長

きにわたって日本の再軍備を認めないことは得策ではないと，訪日したロ

イヤルと合意する�。この「各論賛成」は，第４節で見るように，NSC ４４

をめぐる政治過程でのマッカーサーの影響力を喪失させることになる。

マッカーサーの「総論反対，各論賛成」の理由を直接的に示す史料はな

いが，いくつかの相互補完的な可能性が想定できる。個人要因や政府内政

治要因を重視した場合，マッカーサーは自らの政治的野心と自尊心に基づ

き，政策論争の「勝者側」に居続けるための保険をかけようとしていたと

解釈できる�。将来的なものとはいえ，陸軍省は再軍備を推進しようとし

ていたし，後述するように，極東軍内部や国務省内にも，再軍備に肯定的
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�　Memo, Mueller to JCS,“Limited Military Armament for Japan.”

�　Memo, Bishop to Butterworth,“NA Comment on NSC ４４,‘Limited Military 

Armament for Japan’,”April １, FRUS, １９４９, vol. VII, part ２, pp. ６９４�６９６.

�　再軍備問題ではないが，経済復興問題に関してこうした見方を提示する研究

として，シャラー『マッカーサーの時代』２２１頁がある。



な見解があった。このことは，再軍備推進派が「勝者」となる可能性を惹

起し，部分的にせよそれに賛成姿勢を示しておく必要性を高めたであろう。

他方，より高次の要因に目を向けると，マッカーサーが戦時の日本再軍備

を認めていたことが浮かび上がる。マッカーサーは，将来的な再軍備の不

可避性についてロイヤルと合意したのと同じ頃，戦争勃発前に日本を非武

装中立以外の地位に置くことは失策かつ不当であるが，戦争勃発時には，

米国は「日本人を我々の側で戦わせることになろう」と語っている�。

沖縄などの島嶼連鎖に駐留する米軍の十分性を説いていたマッカーサー

であったが，それに基づく抑止が破綻した場合，それだけで日本防衛が全

うできるか不安だった可能性が高い。民間人死傷者に関連する人道的・外

交的配慮から核兵器の使用は難しく，また数の限られていた核兵器をソ連

中枢への戦略攻撃に充てる必要もあった。これらに鑑み，極東における核

兵器の戦術使用は，ワシントンでは許可されていなかった�。加えて，周

辺島嶼に米軍が駐留していても，日本本土の飛行場がソ連の空挺部隊など

に急襲・制圧されれば，制空権がソ連の手に渡り，米軍の日本来援は困難

となる。そうなれば日本はソ連の手に落ち，上述のように，沖縄を含む周

辺島嶼も無力化しかねない。極東軍上層部のアイケルバーガー（Robert 

L. Eichelberger）第八軍司令官は，こうした懸念を抱いており，それゆえ

米軍の本土駐留を考慮するとともに，日本の再軍備を強く主張していた�。
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�　Memcon, February １６, １９４９; Memo,“NA Comment on NSC ４４.”

�　JPS ８４９/１. See also, NSC ３０,“Policy on Atomic Warfare,”undated, FRUS, 
１９４８, vol. I, pp. ５７０�５７３; NSC ３０,“United States Policy of Atomic Warfare,”

September １０, １９４８, ibid., pp. ６２４�６２８.

�　「平和条約成立後の我国防問題（第八軍司令官との会談）」（１９４７年９月１３日）

『日本外交文書　サンフランシスコ平和条約　準備対策』（外務省，２００６年）文

書６１。The Diary of Robert L Eichelberger（Entries March ７, １３, ２２, and ２５, １９４８）, 

in Japan and America, c１９３０�１９５５: The Pacific War and the Occupation of Japan, Se-

ries １（London: Adam Matthew Publications, １９９８）, Reel ３６.



米軍が周辺島嶼に駐留していれば日本の再軍備は不要というマッカーサー

の主張は，米ソ戦争や対日侵攻を視野に入れた軍事戦略としては重大な欠

陥を抱えており，貫徹され得ないものだったのである�。

３．国務省の折衷案

国務省は，日本再軍備に関する陸軍省とマッカーサーの見解を折衷しよ

うとした。折衷案の作成を主導したのは，ケナン政策企画室長である。ケ

ナンは，４７年からマーシャル（George C. Marshall）国務長官の支持を背

景に政府内で影響力を拡大させており，米国の対外政策全般を，米ソ協調

に基づくものから米ソ冷戦に基づくものへと転換させていった。その一環

として，４７年夏から秋にかけて，米ソ協調を前提とした国務省極東部の早

期講和案が白紙に戻され，この後占領政策は，日本の政治・経済面での安

定を志向した冷戦戦略に沿ったものへと転換していく。そして，日本再軍

備に関する国防総省での検討が始まるのと同じ４８年春，極東を視察したケ

ナンは，「米国の対日政策に関する勧告」と題する PPS ２８を起草した。こ

れは，NSC での承認を経て対日政策全般の基本文書となることを期待され

ており，４
　

 月には省内の意見を取り入れた PPS ２８/１　が作成される�。

対日政策全般の見直しを行っていた国務省では，国防総省やマッカー

サーのような再軍備に焦点を絞った厳密な検討は実施されておらず，これ
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�　マッカーサーの軍事戦略の欠陥については，柴山『日本再軍備への道』４５� 

４８，５５頁も参照。

�　４７年から４８年にかけての対日政策の転換におけるケナンのイニシアティブに

ついては，五十嵐『戦後日米関係の形成』第１章第２節，シャラー『アジアに

おける冷戦の起源』第７章，Paul J. Heer, Mr. X and the Pacific: George F. Kennan 
and American Policy in East Asia（Ithaca: Cornell University Press, ２０１８）, Chapter

３を参照。



に関する立場は定まっていなかった。講和後の日本の安全保障に関する 

PPS ２８と２８/１　の記述は同一で，その基本方針は，米国の立場は講和交渉

開始時の国際情勢や日本の国内情勢に照らして決定されるべき，というも

のだった。その上で両文書は，陸軍省とマッカーサーの双方に受け入れ可

能な「統合コンセプト」として，日本再軍備に関する賛否両論を併記した

のである�。次節で詳述するように，国務省はその後の省間調整でも両価

的な議論に基づいて「総論賛成，各論反対」の立場をとり続け，国防総省

と対立する。国務省の議論には，両価的であることを反映した論理的な矛

盾や，検討不足を反映した論理的な欠落もあった。

国務省は一方で，陸軍省の唱える日本再軍備の軍事的効用を認めた。PPS 

２８/１　は，対日軍事侵攻を招来しないための限定的再軍備の必要性を指摘し

ており，それが米国による訓練と監視の下に置かれることが望ましいと論

じる。ケナンは極東訪問中，日本再軍備の必要性に関し，３
　

 月に東京で会

合したドレイパー（William H. Draper）陸軍次官と合意していたのであ 

る�。極東部では，上記の早期講和案が挫折するのと並行して人事刷新が

行われ，ケナンと同様に冷戦構造を重視するバターワース（William W. 

Butterworth）が部長に着任した�。そして，日本再軍備が米国政府内で

日本再軍備の起源：米国政府内における検討の開始と頓挫，１９４６年～１９４９年
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�　Memo, Kennan to Lovett, March ２５, １９４８, Box ８, Country Files［hereafter 

CF］, １９４７�１９６２, Policy Planning Staff/Council［hereafter PPS］, Lot Files,

［hereafter LF］, RG ５９, NA; PPS ２８,“Recommendations with Respect to U.S. 

Policy toward Japan,”March ２５, １９４８, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ６９１�６９９; Ex-

planatory Notes by Kennan, March ２５, １９４８, ibid. pp. ７１２�７１９; PPS ２８/１,“Rec-

ommendation with Respect to U.S. Policy toward Japan,”April １６, １９４８, RoJ, 
Doc. １-C-９３. 以下，日本再軍備に関するケナンの見解については，特に註がな

い限り，これらを参照。

�　Memo for Draper, Kennan, and Schuyler,“Informal Summary of Conclu-

sions of ２１ March Conference on Japan,”March ２１, １９４８, Box ８, CF, １９４７� 

１９６２, PPS, LF, RG ５９, NA.

�　シャラー『アジアにおける冷戦の起源』１６７�１６８頁。



の検討対象となる４８年以降，極東部，特にアリソン（John M. Allison）

と後任のビショップ（Max W. Bishop）を長とする北東アジア課は，それ

を推す陸軍省の主張に「相当な共感」を示すようになる�。バターワース

は個人的には，陸軍省と同様，将来の対日講和条約に再軍備を認める規定

を盛り込むべきだと考えていたようである。次節で見るように，国務省は

日本再軍備をめぐる省間調整においても，日本再軍備が望ましいという総

論には賛成していた。

国務省が日本再軍備に理解を示した前提には，日本の安全に関する不安

感があった。ケナン曰く，マッカーサーが主張するように大国間合意に基

づいて日本を非武装中立化しても，ソ連が合意を守る保証（および日本が

共産主義に抗える確証）はない。それゆえケナンは，ソ連が弱体化・慎重

化（および日本の国内情勢が安定化）しない限りは，非武装中立論には同

意できなかった（なお，ソ連の間接侵略を警戒する立場から，ケナンは警

察・国内治安部隊の強化・設置を重視していた）。極東部にも，世界は不

安定化する方向にあり，「日本の安全は今後１０年間，極めて危険な状態に

置かれることになりそうである」という見通しがあった。それゆえ，日本

国憲法第９条の非武装規定は「現実にそぐわない（unrealistic）」とされ

た。ソ連の対日侵攻という具体的事態を想定していたわけではなかったも

のの，国務省は日本の対外的な安全への漠然とした不安から，再軍備の必

要性を認めたのである。

国務省が日本再軍備に理解を示したより積極的な理由は，陸軍省のそれ
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�　以下，日本再軍備を支持する極東部の見方については，特に註がない限り，Memo, 

Allison to Hamilton,“Army Department Amendments on Kennan Report,”

April ３０, １９４８, FRUS, １９４８, vol. IV, pp. ７４２�７４３; Memo,“NA Comment on NSC 

４４”; Memo, Butterworth to McWilliams, April １９, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-８; Me-

mo, Feary and Green to Butterworth,“Japanese Defense Forces,”September 

２１, １９４９, RoJ, Doc. ２-B-１９７を参照。



と同様，米国の負担軽減であった。極東部曰く，「米国は，日本の安全を

無期限に確保することに伴う負担を単独で担うことはできない」のであり，

「日本の軍隊」がこの負担を分担する必要性が生じ得る。それゆえ極東部

は，国防総省の主張する「戦時に日本の人的資源を限定活用することの望

ましさ」を認めたのだった。その背後にあった，米ソ戦時に在極東米軍を

欧州に再配備するという軍事戦略には思い至っていなかったものの，国務

省も，日本防衛に付随する米国の負担の軽減という再軍備の軍事的効用を

認めていたのである。

しかしながら他方で，国務省はマッカーサーの見解を取り入れる形で，

日本再軍備に消極的な方針も示した。PPS ２８/１　は，ソ連が弱体化したり

慎重になったりした場合（および日本の国内情勢が安定した場合）には，

米国は大国間合意に基づく日本の非武装中立化を図るべきだ，とも論じて

いたのである。政策企画室は４７年秋に早期講和案を白紙に戻した際も，警

察や治安部隊の強化・設置を勧告する一方で，対外的な安全保障について

は「完全な非武装化」を将来の講和条約に書き込むべきだという姿勢を示

していた�。極東部にも，日本の非武装化継続を支持する意見があった�。

次節で見るように，国務省は省間政治過程において，日本再軍備を志向し

た決定を回避し続ける。
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�　PPS １０,“Results of Planning Staff Study of Questions Involved in the Japa-

nese Peace Treaty,”October １４, FRUS, １９４７, vol. VI, pp. ５３６�５４３.

�　以下，日本再軍備に否定的な極東部の見方については，特に註がない限り，Memo, 

Allison to Butterworth, March ２９, １９４８, Box ８, CF, １９４７�１９６２, PPS, LF, RG 

５９, NA; Memo,“Army Department Amendments on Kennan Report”; Memo, 

Green to Allison,“Comments on General Schuyler’s Proposed Revision of 

the Kennan Report Recommendations,”May ３, １９４８, RoJ, Doc. ２-B-１８３; Memo,

“NA Comment on NSC ４４”; Memo, Feary to Hamilton and Allison,“Com-

ment on Certain Sections of General Schuyler’s Draft,”May ３, １９４８, RoJ, Doc. 

１-C-１; Memo, Butterworth to McWilliams, April １９, １９４９; Memo,“Japanese 

Defense Forces”を参照。



日本再軍備に消極的な姿勢を示す際の国務省の論拠は，①日本周辺の島

嶼連鎖に駐留する米軍の十分性，②米国の負担増，③政治的考慮の三つに

集約できる。第一に，国務省は，沖縄をはじめとする日本周辺の島嶼連鎖

に米軍が駐留していれば日本再軍備は不要だという，マッカーサー流の議

論を提示した。ケナンの政策企画室は４７年の時点で，「適切な米軍戦力の

近接性（極端な状況では日本駐留）」によって日本の安全を確保するとい

う見解を示していた。政策企画室によれば，太平洋に十分な軍事力が維持

されれば，他国が日本を軍事拠点化するのを防ぐという米国の「意志と決

意」が明確になり，抑止効果が期待される�。ケナンは４８年春，類似した

論を唱えるマッカーサーとの会見を経て，その意を強くしたようである�。

これ以降，極東部でもマッカーサーの再軍備不要論を支持する見解が広が

り，４９年春のマッカーサー・ビショップ会談はその傾向を強めた。ただし，

上述のように，このマッカーサー流の議論は，戦時の防衛を視野に入れた

軍事戦略としては重大な欠陥を抱えており，再軍備反対の論拠として機能

しえなかった�。

第二に，国務省には，日本再軍備によって結局米国の負担が増すという，

マッカーサーと類似した見方があった。極東部は次のように論じる。再軍

備をしても，十分な経済力を持たない日本はもはや一国でソ連に抗するこ

とはできない。そのため，米国が援助をしたり，強大な戦力を駐留させて
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�　PPS １０.

�　Letter, Kennan to Marshall, March １４, １９４８, FRUS, １９４８, vol. I, pp. ５３１� 

５３８. この点と関連するが，ケナンは，ナチス・ドイツと異なり，ソ連が軍事侵

攻のリスクを受容することはないと見積もっていた（Gaddis, Strategies of Con-
tainment, pp. ３３�３４）。

�　なお，その後国務省は，日本本土の米軍駐留を継続する方針を固め，極東部

は４９年９月，それを前提として，在日米軍を維持すれば「５年から１０年の間は

日本の防衛軍の必要性はない」という見解を示すようになる（Memo,“Japanese 

Defense Forces”）。この点については，別稿で改めて論じる。



「日本に対する無期限の保護関係」を確立したりしなければならなくなる，

と。おそらく，この見方の前提には，日本の再軍備がソ連の軍事的な対抗

措置を誘発するという安全保障のジレンマへの認識が存在した。米国が再

軍備をさせなかったとしても日本を援助したり保護したりする必要性は生

じえるため，これがなければ極東部の議論は成立しないからである。いず

れにしても，この見方は，国務省が同意していた，日本再軍備によって米

軍の負担を軽減できるという陸軍省の考えとは矛盾する。換言すれば，米

軍の負担軽減という日本再軍備の軍事的効用を認めてしまうと，この議論

は論理的に無効化することになる。実際第４節で見るように，NSC ４４の検

討過程では，再軍備の軍事的効用を認めた国務省がこの論を主張すること

はなくなっていた。

第三に，国務省は日本再軍備に否定的に作用する政治的考慮を提示した。

これは，マッカーサーや陸軍省の議論と異なり，冷戦戦略と結び付けられ

ていない単純なものだったが，国際的なものと国内的なものの二つに細分

化される。前者は，華豪比などの極東諸国の反発である。日本再軍備は，

米国がその非武装化に関する国際的約束とそれに基づく占領政策を破棄・

変更することを意味するだけでなく，極東諸国の安全保障上の不安を高め

うる。極東部曰く，極東諸国は米国が「攻撃的で，軍国主義的な日本の復

活の兆候を迅速に取り除く」ことを求めており，そのためには，米国が強

力な軍事態勢を維持するとともに，日本の非武装化を継続することが不可

欠であった。ケナンも，再軍備問題における極東諸国の動向を重視してい

た�。後者の国内政治的な考慮は，日本人の反発であった。極東部が日本

国内からの反発を予想した背景には，非軍事化を宣言したのは日本人の敬
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�　Memo, Kennan to Butterworth, May ４, １９４８（７４０.００１１９ CONTROL（JA-

PAN）/４�２８４８［sic］）, Central Decimal File［hereafter CDF］, １９４５�１９４９, RG 

５９, NA〔憲政資料室所蔵〕.



愛する天皇であり，平和主義も日本の指導層に根付いている，という認識

があった。

論理的には，これらの政治的考慮は，マッカーサーと陸軍省の議論で示

されたように，冷戦戦略と関連付けられていても不思議ではなかった。国

務省がそうした立論をしなかった理由は定かではないが，日本再軍備に関

する徹底した検討が行われていなかったことが影響している可能性はある。

しかしこのことは，国務省に冷戦戦略が存在しなかったことを意味するわ

けではない。

まず，国務省は４８年から４９年にかけて，支配地を急速に中華人民共和国

に奪われていった中華民国を見限り始める一方，豪比などと協力して，不

安定化する東南アジア地域への共産主義の影響力拡大を防ぐという冷戦戦

略を有していた。その前提には，東南アジアが共産化すれば，その原材料

供給地と市場としての機能に依存する日本や西欧諸国の経済復興が妨げら

れて，共産主義が伸長しかねないという，下記の冷戦戦略と連動する認識

があった。それゆえ，米国にとって豪比などとの友好関係は，冷戦戦略上，

重要な意味を持っていたのである�。この観点からすれば，米国の国際的

約束と占領政策の破棄を意味し，極東諸国の安全保障上の不安感を醸成す

る日本再軍備は，その米国からの離反を招きうる，回避すべき政策だった

はずである。

国務省には，経済復興などを通じた日本の政治的安定という冷戦戦略も

あった。ケナンは，経済的困窮が社会や政治の不安定化を招き，ソ連の間

接侵略と相まって，日本および西欧諸国の共産化を招きかねないと見てい
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�　シャラー『アジアにおける冷戦の起源』２４６�２５４頁。Heer, Mr. X and the Pacific, 
pp. １２３�１３６.　See also, PPS ５１,“United States Policy toward Southeast Asia,”

March ２９, １９４９, FRUS, １９４９, vol. VII, pp. １１２８�１１３３.



た。この考えに従い，ケナンは占領政策の転換を主導したのである�。ア

リソンはじめ極東部は，日本社会の特性も考慮に入れて次のように論じる。

日本人には，個人主義的な考え方が欠如しており，国家を個人に優先させ

る傾向があるため，彼らは困難に直面した場合，「強力な権威主義型の政

府」を再志向しかねない。日本経済が悪化する中で，共産主義者が天皇制

の維持を認めれば，日本人は「共産主義やその教義への敏速な改宗者」に

なりえる―�。こうした観点からすれば，日本再軍備は，単に日本人の

反発を招くだけではなく，日本経済に悪影響を与え，究極的には日本の共

産化を生じさせかねない，回避すべき政策だったはずである。以上のよう

に見ると，国務省が冷戦戦略に基づいて日本再軍備に反対する素地はあっ

た，といえよう。

さらに言えば，全体主義を志向しやすいという日本イメージは，冷戦戦

略とは別の形でも，日本再軍備に否定的に作用しうる。再軍備がきっかけ

となって軍国主義が復活し，日本がそれに支えられた戦前型の軍事政権へ

と回帰する可能性が惹起されるからである。アリソンやビショップは，戦

前の日本をつぶさに見てきた知日派外交官であり，再軍備に消極姿勢を示

す彼らの念頭に，こうした軍国主義再興への不安があったとしても不思議

ではない。実際，戦前知日派の頭目であるグルー（Joseph C. Grew）元国

務次官は，PPS ２８シリーズへのコメントを求められた際，次のような見解

を示している。日本人の軍国主義的傾向は新世代が登場してはじめて払

しょくでき，世代交代の前に再軍備を認めれば軍国主義者が再び政権をと

ることになりかねない，と�。
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�　Gaddis, Strategies of Containment, pp. ２５�４９, ５４�６４; Heer, Mr. X and the Pacific,　
Chapter　３; Leffler, Preponderance of Power, pp. ２５３�２５８.

�　Memo, Allison to Butterworth, March ２９, １９４８.

�　Grew to Butterworth, June ４, １９４８, Papers of Policy Planning Staff, NA

〔これは引用表記を含め，五十嵐『戦後日米関係の形成』８４�８５頁からの再引用



４．省間政治過程

�　PPS ２８/１　から NSC １３/２　へ

講和後の日本の安全保障に関する決定を先送りし，日本再軍備について

の両論を併記するにとどまった国務省の PPS ２８/１　は，NSC での決定に至

るまでの省間調整で，曖昧さを一層強める。４８年４月，上記の陸軍省報告

書の草案作成を終えた計画・作戦課は，再軍備を推進する方向での PPS 

２８/１　の修正を求めた。その具体的内容は，日本の非武装中立化に言及した

部分の削除と，講和後の「いかなる状況でも日本が完全に非軍事化される

べきではない」ことへの置き換え，および日本が「厳に防御的性質で量的

にも限定された軍隊（基本的に陸上部隊）」を保持するのを講和条約で認

めることの明記であった�。陸軍省は，在極東米軍の欧州への再配備とい

う軍事戦略および日本の再軍事大国化の防止という対日封じ込め戦略に基

づき自らが促進する，限定的な日本再軍備の布石を打とうとしていた。

国務省はこれに反対した。極東部は，日本の安全保障に関する漠然とし

た不安から陸軍省の見解に共感を示していたが，再軍備に伴うリスク―

日本や極東諸国の反発とソ連との安全保障のジレンマ―やそれらに基づ

くマッカーサーの反対に鑑み，陸軍省の主張を政府決定とすることは，現

時点では困難だと判断した。その上で極東部は，PPS ２８/１　の方針は柔軟

なもので，適時に最適の行動を決定することを可能としており，陸軍省の

主張もその行間に含まれている，と論じた�。PPS ２８の起草者であるケナ
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であり，該当文書は筆者の調査では発見できなかった〕. 

�　Memo, Schuyler to Butterworth,“United States Policy toward Japan,”

April ２８, １９４８, Box ８, CF, １９４７�１９６２, PPS, RG ５９, NA.

�　Memo,“Army Department Amendments on Kennan Report”; Memo,



ン政策企画室長も，極東諸国の反発を重視する形で，再軍備に関する両論

の削除を求めた�。

最終的に４８年５月，ケナンの方針に従う形で，両論の削除が国務省と陸

軍省の間で合意される�。陸軍省が再軍備を支持する文言の削除に同意し

た理由は定かではないが，マッカーサーの同意が得られないという指摘は

重かったであろう。現地司令官の判断を重視する陸軍の伝統が，それを必

要としていたからである（この時点では，再軍備の計画策定に同意すると

いう上記のマッカーサー見解は，明らかにされていなかった）。上述のよ

うに，作戦・計画課も日本再軍備に伴うリスク―日本や極東諸国の離反

と日本の再軍事大国化―を強く意識していたし，報告書を受け取ったロ

イヤル長官が計画・作戦課よりも慎重な立場をとっていた可能性もある。

これらが，自説削除への同意につながったと考えられる。

いずれにしても，上の国務・陸軍省合意に基づいて PPS ２８/２　が策定さ

れ，これは６月，NSC １３「米国の対日政策に関する勧告」として NSC に

提出された�。この文書は，日本再軍備には一言も触れず，講和後の日本

の安全保障についてはその時の情勢に照らして決定するという先送り方針

のみを明記した。この間，マッカーサーが PPS ２８/２　を確認したが，この

方針への異論はなかった�。そして１０月，その他の政策分野に関する調整
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“Comments on General Schuyler’s Proposed Revision of the Kennan Report 

Recommendations”; Memo,“Comment on Certain Sections of General 

Schuyler’s Draft.”

�　Memo, Kennan to Butterworth, May ４, １９４８.

�　“Conclusions Reached at a Meeting on May ６, １９４８, between State and 

Army Representatives on the State Department’s Policy Paper,”May ７, １９４８, 

RoJ, Doc. ２-B-１７９.

�　PPS ２８/２,“Recommendations with Respect to U.S. Policy toward Japan,”

May ２６, １９４８, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ７７５�７７９.

�　C ６１４３３, FECOM to DA, June １２, １９４８, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ８１９�７７９.



を経て，NSC １３/２　が大統領承認を受ける�。これは，米ソ協調を前提とし

ていた米国の全般的な占領政策を，米ソ冷戦を前提としたものへと変更し

た重要な政府決定として広く知られている。しかし，再軍備に焦点を絞っ

た場合，これは省庁間の見解の相違を反映した「不決定の決定」に過ぎな

かったいう意義づけが適切となる。

�　NSC ４４の提出とマッカーサーの影響消失

その後，国防総省は，計画策定を含む日本再軍備の準備を政府決定にす

べく，この問題を正式に NSC での議題に載せる。NSC １３/２　が将来の限定

的な日本再軍備を考慮していないことを不服としたフォレスタル国防長官

は，４８年１０月，陸軍省報告書の検討を JCS に要請した。その際フォレスタ

ルは，報告書に対するマッカーサーの見解も聴取するよう求めた。それと

ともに，陸軍に限らない三軍種についての検討を要望している�。そして

４９年３月，JCS は，現時点での再軍備実施は望ましくないが，有事の際，

日本防衛のためにその軍事的潜在力を活用できるよう「先行措置（anticipatory 

measures）」を講じておくべき，という結論を提示した。これは，フォレ

スタルの承認を得て国防総省の公式見解となり，NSC ４４として NSC に提

出される�。JCS は，「日本が自国の防衛を最低限として，一定程度の軍事

的支援を米国に提供できるようになることは，米国の国家安全保障にとっ

て極めて重要になりえる」という見解を明らかにしていた�。曖昧な表現
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�　NSC １３/２,“Recommendations with Respect to United States Policy toward 

Japan,”October ７, １９４８, FRUS, １９４８, vol. VI, pp. ８５６�８５９.

�　Memo, Forrestal to JCS,“Limited Military Armament for Japan.”

�　以下，NSC ４４の内容については，特に註がない限り，Memo, Bradley to For-

restal, March １, １９４９, FRUS, １９４９, vol. VII, part ２, pp. ６７１�６７３を参照。

�　Memo, Leahy to Forrestal,“Recommendation with Respect to United 

States Policy toward Japan,”September ２９, １９４８, Box ２８, GF, １９４６�１９４７, 

RG ２１８, NA.



ではあるが，JCS は陸軍省と同じく，日本再軍備による米軍の負担軽減と

欧州への再配備を企図していたと考えてよかろう。

NSC ４４は，二つの「先行措置」を提示した。第一に，緊急事態に際して

日本の軍事的な潜在能力をその防衛のために用いることができるよう「将

来における限定的な日本軍の創設」についての計画を今すぐ立案すべき，

ということであった。これは，陸軍省が提示していた方針である。NSC ４４

の提出後，国務省の要請で国防総省が６月に提出した NSC ４９「日本にお

ける米国の安全保障上の必要性に関する戦略的評価」は，緊急事態あるい

は占領軍の撤退前に実行できる再軍備計画の策定完了を，軍事的観点から

すると望ましくない対日講和を進める場合の「安全装置」―すなわち必

要条件―のひとつに据える�。

NSC ４４は，マッカーサーも計画策定を認めていると付け加えた。JCS の

結論提出に先立つ４８年１２月，マッカーサーは，フォレスタルの命に従って

陸軍省報告書への見解を求めた JCS に回答を寄せた。マッカーサーはここ

で，上述のように，総論として日本再軍備に反対しておきながら，その計

画の策定という各論に賛成する見解を提示したのである。このことによっ

て，国防総省では，米軍の伝統が求める現地司令官の同意が得られたこと

になっていたのだった。NSC ４４の検討過程では，マッカーサーの再軍備反

対論の影響は実質的に消滅していたといえる。

NSC ４４は，第二の「先行措置」として，二つの「準備行動（preliminary 

steps）」の実施を勧告した。一つは，将来の限定的な日本軍の「核」とし

て，警察と海上保安庁（４８年５月創設）を強化・武装化しておくことで

あった。ここにおいて，陸上部隊だけではなく，海上部隊の再建が国防総

省の構想に組み込まれたといってよい。実際，国防総省内では，「適切な

日本再軍備の起源：米国政府内における検討の開始と頓挫，１９４６年～１９４９年
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�　NSC ４９.



陸軍と海軍」の創設計画が想定されていた�。海軍の再建は，海上保安庁

が実質的な沿岸警備隊として創設されて陸軍省の勧告内容が既に達成され

ていたため，次の段階として構想されたに過ぎなかったのかもしれないが，

陸軍の場合と同様，米国の負担軽減を目指したものだった可能性も高い�。

ただし NSC ４４は，空軍については，現時点ではその「核」を形成するこ

とは現実的でもなく，望ましくもないという見解を示した。そこには，陸

軍省報告書の中で示されていた，日本の再軍事大国化の防止や極東諸国の

恐怖の緩和という意図が内在していたと考えられる�。

もう一つの「準備行動」は，限定的日本軍の動員時に必要な兵器や装備，

弾薬の提供に関する兵站計画の策定であった。これは，４８年春の陸軍省報

告書にはなかった方針である。当初，JCS からの要請を受けて NSC ４４の

草案を作成した統合戦略調査委員会（JSSC）は，日本用兵器・装備の備蓄

開始を勧告していた。だが，必要物資が枯渇しているという陸軍の実務的

観点に基づく指摘を踏まえて，これはより柔軟性のある上記勧告へと変更
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�　Memo, Maddocks to Collins,“Limited Military Armament for Japan（JCS 

１３８０/５５）,”February ３, １９４９, Box １６２, ACofS（G-３）Operations, Decimal File, 

１９４９�１９５０, RG ３１９, NA.

�　同じ頃，国防総省内では，米国の経済的負担を軽減させつつ，日本の経済復

興と自立を促進し，日本に対する第三国の影響力拡大を阻止する手段として，

日本の海運や造船業への制限を撤廃する構想が浮上していた（Letter, West to 

Butterworth, May ４, １９４９（８９４.８５/５�４４９）, CDF, １９４５�１９４９, RG ５９, NA〔憲

政資料室所蔵〕）。

�　この時期 JCS は，日本の海運や造船業への制限を全面撤廃する一方，民間航

空や航空産業については「米国の安全への脅威とならない範囲」という制限を

残していた（JCS １３８０/７２,“Department of Defense Policy towards Japanese 

Industry,”October １１, １９４９, RJCS, Far East, Reel ４）。米国政府内で航空部隊

に関する検討が本格化するのは，５１年９月のサンフランシスコ講和条約締結後

のことである。この問題については，岡田志津枝「戦後日本の航空兵力再建」

『防衛研究所紀要』第９巻第３号（２００７年２月）を参照。



された�。以上三つの具体策を提示した上で，NSC ４４は，深刻な緊急事態

はいつでも起こり得るため，日本の安全保障の問題を講和条約交渉の開始

後まで放置することは賢明ではない，と NSC １３/２　の先延ばし方針を批判

する。そして，「日本の軍隊が有事に際して自国防衛を補助することを可

能にする」という条項を設ける方向で，NSC １３/２　を修正すべきだと主張

した。

�　NSC ４４の頓挫

NSC ４４は，政府決定に至らなかった�。その主な理由は，国務省が日本

再軍備の有用性という総論に賛成しつつも，計画策定に関する政府決定の

必要性や「準備行動」の実施手続きなどの各論で異を唱えたことにあった。

当初，国務省ではビショップ北東アジア課長を中心に極東部が NSC ４４を

検討したが，その後ケナンの政策企画室がこの問題を主管したようであ

る�。４９年１
　

 月のアチソン（Dean Acheson）の国務長官就任に伴って，ケ

ナンの影響力が低下する一方で各地域局の役割が大きくなっていたものの，

政策企画室が国務省と NSC との接点としての機能を有していたからであ

ろう。ちなみに，４９年９月に検討が本格化する対日講和問題は，この頃

「部」から「局」へと格上げされた極東局，およびハワード（John B. Howard）

日本再軍備の起源：米国政府内における検討の開始と頓挫，１９４６年～１９４９年
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�　JCS １３８０/５５,“Limited Military Armament for Japan,”January ２４ and 

February ２８, １９４９, ACofS（G-３）Operations, Decimal File, １９４９�１９５０, RG ３１９, 

NA; JCS １３８０/５８,“Limited Military Armament for Japan,”February １０, 

１９４９, ibid.

�　以下の過程については，特に註がない限り，Memo, Wedemeyer to Gruenther,

“Planning for Limited Japanese Armed Forces,”May １８, １９４９, RoJ, Doc. １-

A-８７; Memo, Bishop to Rusk, August １２, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-８; Memo, Bishop 

to Rusk,“Limited Military Armament for Japan-NSC ４４,”August １８, １９４９, 

RoJ, Doc. ２-D-７を参照。

�　Memo,“NA Comment on NSC ４４”; Memo, Butterworth to McWilliams, 

April １９, １９４９; Memo, Butler to McWilliams, April ２９, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-９.



とダレス（John Foster Dulles）という二人の国務長官顧問の所掌事項と

なる。

４９年４月から５月にかけての NSC 事務レベルでの調整で，国務省は，

再軍備計画の策定は NSC １３/２　の枠内で実施可能だとして，NSC ４４の取り

下げを求めた。国務省は，計画策定が政府決定となることによって，万が

一それが漏洩した場合に，日本の非軍事化に関する米国の国際的約束やそ

れを主軸とする占領政策との矛盾が生じ，極東諸国や日本の反発が生じる

ことを恐れたのである。加えて国務省は，再軍備の実施には改めて政府承

認が必要だという立場を示し，上記「準備行動」への言及を削除するよう

求めた。しかしその一方で，国務省は，米国の負担軽減という日本再軍備

の軍事的効用は認めていた。それゆえ国務省は，日本再軍備がむしろ米国

の負担を増やしうるという上述の議論は提示せず，計画は国防総省内で極

秘裏に作成されるべきだと主張した。これに対し国防総省側は，取り下げ

に応じず，政府承認を要求し続ける。

国務省と国防総省間の見解が対立する中，サワーズ（Sidney W. Souers）

を長とする NSC 事務局が，「限定的な日本軍に関する計画策定」と題する

修正文書を作成した�。これは，①日本再軍備の重要性，②国防総省内で

の極秘裏の計画策定，③計画実施に関する政府承認の必要性，を明記して

いた。そして③に関連し，「準備行動」の実施に関する言及を削除してい

る。内容面で国務省の主張が採用され，公式文書化するという点で国防総

省の言い分が取り入れられたといえる。国防総省側はこれを認め，国務省

も，文書の表題から「日本軍」という語句を削除するなどの修正を施した

上で，これを認めるかに見えた。だが最終的に国務省は，この間に危惧し

ていた情報漏洩が起ったこともあり（米国政府内で日本再軍備に関する検
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�　Memo, Souers to Butler, Gruenther, and et.al.,“Planning for Limited Japa-

nese Armed Forces,”April ２７, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-９.



討が行われているという記事が『ニューヨーク・タイムス』に掲載され

た），計画策定に関する合意を文書として残すことを嫌い，回答を見送っ

た。そして，NSC ４４の扱いは宙に浮くことになる。

その後も，NSC ４４をめぐる調整は続いた。４９年６月，国務省はそれまで

の主張と同旨で NSC ４４の取り下げを求める国防長官宛の書簡を起草した� 

が，送付や口頭説明には至らなかった。その後，ラスク（Dean Rusk）国

務副次官がこの問題を所掌し，政策企画室員となったビショップがそれを

補佐した。８
　

 月，ラスクの指示でビショップが NSC 事務局の修正文書を再

修正して省内での調整に諮ったが，NSC 事務局への送付は見送られた。だ

が９月に入ると，ラスク自らが文書を再々修正している。ラスク案は，「戦

時あるいは緊急時において，日本が自国の防衛に対する軍事的責任を負う

ことができることは，米国の国家安全保障にとって重要になるだろう」と

いう国防総省の主張を明記した上で，そのための計画は厳重な機密保持の

下，通常の戦争・作戦計画と同様に国防総省の権限で策定できる，と論じ

た�。国務省としても，合意を公式文書に残したい国防総省の要望に応じ

ざるを得ないという判断に傾いていたといえる。

この時点で NSC ４４に関する文書が途絶え，ラスク案がその後どうなっ

たのかを解明することはできない。だが，これは NSC には提出されなかっ

たと推察される。ビショップによれば，NSC ４４は保留となり，日本再軍備

の問題は，同じ９月の米英外相会談によって喫緊の問題として再浮上した

対日講和問題の一環として検討されることになったからである�。実際１０
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�　Draft Letter by Berry, June ２０, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-８.

�　Memo, Bishop to Butterworth and Kennan,“NSC ４４,‘Limited Military 

Armament for Japan’,”August ２９, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-８; Draft Memo by 

Rusk,“Planning for the Defense of Japan in the Event of War or Emergency,”

September １２, １９４９, RoJ, Doc. ２-D-５.

�　Memo, Bishop to Rusk,“NSC ４４-Limited Military Armament for Japan,”



月には，トルーマン大統領の提案に基づき，国務省が対日講和にまつわる

安全保障上の必要性の検討を国防総省に要請するとともに，講和条約の安

全保障関連の条項を検討する省間委員会の設置を提案した。国防総省でこ

の問題を所掌したヴォーヒーズ（Tracy S. Voorhees）陸軍次官は，マグ

ルーダー（Carter B. Magruder）陸軍長官特別補佐官（占領地域担当）を

同省代表に指名するとともに，マッカーサーに彼の見解を代弁する人物を

派遣するよう要請した。総司令部（GHQ）・極東軍代表はバブコック（C. 

Stanton Babcock）に決まる。かくして，日本再軍備の問題は，マグルー

ダー，バブコック，そして国務省代表のハワードなどからなる，対日講和

条約の安全保障条項を検討する委員会の所掌事項となったのだった�。

お わ り に

１９４６年から４９年秋にかけての日本再軍備をめぐる米国政府内の検討過程

に関する本稿の考察に依拠すると，その促進・抑制要因として，次の点を

指摘することができる。日本再軍備を促進していた要因として挙げられる

のは，軍事戦略，すなわち軍事的な対ソ封じ込め戦略である。米ソ間で全

面戦争が勃発した場合，ソ連が日本列島に侵攻することが想定された。そ

の一方で，米ソ戦勃発時には，第一義的な優先順位を与えられている欧州

戦線に米軍戦力を集中させる必要があった。日本再軍備は，日本防衛をよ
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March ２１, １９５０（７９４.５/３�２１５０）, in Records of the U.S. Department of State Relating 
to the Internal Affairs of Japan, １９５０�１９５４［hereafter RUSDOS］（Wilmington: 

Scholarly Resources, １９８６）, Reel １６.

�　Letter, Voorhees to Webb, October ２４, １９４９, RoJ, Doc. ２-B-７６; Memo, Ma-

gruder to West, Eichelberger, Babcock, Wagstaff, Dickson, and Howard,“Pro-

cedure in Preparation of Military Portion of Japanese Peace Treaty,”October 

２６, １９４９, RoJ, Doc. ２-B-１１４; Memo, Butterworth to Acheson,“Japanese Peace 

Treaty,”November ２, １９４９ RoJ, Doc. ２-B-１１５.



り確実にするとともに，それにまつわる在極東米軍の負担を軽減し，米軍

戦力の極東からの撤退と欧州への再配備を可能にする手段としての意味を

与えられていたのである。こうした具体的な事態の想定や高度な軍事戦略

には至っていないながらも，日本の対外的安全への漠然とした不安感や米

国の負担軽減という単純な思惑も，日本再軍備の促進要因となりえた。

他方，日本再軍備を抑制していた要因として，次の三点を挙げることが

できる。第一に，米国の冷戦戦略，すなわち政治・経済的な対ソ封じ込め

戦略である。日本再軍備は，日本の経済復興の遅れ，日本国憲法９条との

齟齬，日本国民の反発，極東諸国の不安，米国のモラル面における立場の

低下などを引き起こし，日本や極東諸国の米国からの離反―ソ連寄りの

中立化や共産化―を招きかねないものであった。日本再軍備は，戦争を

想定する軍事戦略に適うものだった一方で，非軍事面での競争を想定する

冷戦戦略には不適合だったといえる。

第二に，ソ連との安全保障のジレンマである。日本を米国の同盟国とし

て再軍備させようとすれば，不安を抱いたソ連が軍事的手段を用いてそれ

を食い止めようとする可能性があった。これに対抗し，日本がソ連の支配

下に入らないようにするためには，米国が極東における軍事プレゼンスを

増強させる必要性が生じ，米軍の負担は増してしまう。

第三に，日本の再軍事大国化への懸念，あるいは対日封じ込め戦略であ

る。米国からすると，戦勝国による軍備制限がいずれ失効するのは歴史の

必然であった。加えて，米国から見ると，個人主義が欠如した日本社会に

は，権威主義に傾きやすい特質があった。それゆえ，日本で世代交代が起

こるあるいは民主主義が根付く前に再軍備を行えば，軍国主義が復興し，

戦前型の軍事政権が再誕する可能性があった。

マッカーサーと国務省が唱えた，沖縄をはじめとする日本周辺の島嶼連

鎖に米軍が駐留していれば日本の再軍備は不要という軍事戦略は，抑制要

日本再軍備の起源：米国政府内における検討の開始と頓挫，１９４６年～１９４９年
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因として機能しえなかった。確かに，日本の周辺島嶼に駐留する米軍に

よってその安全が確保できるのであれば，上記三つのリスクを孕む日本再

軍備を行う理由はない。しかしながら，これは戦争を視野に入れた軍事戦

略としては成り立ちえないものであった。この戦略では，ソ連の侵攻から

日本を防衛できず，日本がソ連の支配下に入り，結局沖縄をはじめとする

島嶼連鎖の米軍も無力化する可能性があるからである。この論を主唱した

マッカーサー自身が暗に認めていたように，軍事的観点を突き詰めると，

米ソ戦が起こった場合には，日本本土に米軍を駐留させる，あるいは日本

を再軍備させる必要性が生じてしまうのであった。詳細は別稿に譲るが，

NSC ４４が棚上げになるのと前後して，マッカーサーと国務省はこの議論を

放棄することになる。

当該期の日本再軍備をめぐる政治過程では，米ソ戦時の軍事戦略という

促進要因が基本的に一貫して影響力を有していた一方で，抑制要因の作用

の仕方は局面ごとにばらつきがあった。国防総省は，日本再軍備の検討開

始から NSC ４４の挫折に至るまで一貫して，日本再軍備の準備を勧告する

一方，その実施には慎重な立場を示した。そこには，冷戦戦略と対日封じ

込め戦略という二つの抑制要因が作用していた。このうち後者については，

国防総省は，日本の軍事大国化を防止するため，「限定的な」再軍備を想

定することで，軍事戦略から生じる日本再軍備の必要性との折り合いを

図った。すなわち，日本軍の復活は，米国製兵器を装備し，米軍によって

訓練・監督され，規模や質の面で制限を受ける，空軍を除く陸海軍に限定

されていたのである。戦後米国の対日政策には，日本による負担分担と日

本の自立化の間にジレンマが内在し，その対策として日本の防衛力の規模

や役割を限定的なものとする方針がとられてきた� が，この構図は日本再
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軍備の検討開始当初から存在したのだった。

４６年に国防総省が再軍備の計画策定を検討し始めた後，４９年３月に NSC 

４４が提出される前までは，マッカーサーの再軍備反対論の影響力が大き

かった。その前提には，日本占領におけるマッカーサーの巨大な権限と，

現地司令官の見解を尊重する米軍の伝統があった。それゆえ，マッカー

サーの重視する冷戦戦略とソ連との安全保障のジレンマが，日本再軍備を

抑制する方向に作用していたといえる。国務省も，日本の対外的な安全に

関する漠然とした不安から再軍備の必要性に理解を示しつつも，マッカー

サーの考えを取り入れ，再軍備に向けた決定を回避した。その結果，４８年

１０月の NSC １３/２　では，再軍備に関する文言がすべて削除された。国防総

省も，おそらくマッカーサーの反対および自らの重視する冷戦戦略と日本

軍事大国化の可能性に鑑み，これを受け入れた。このように，再軍備の検

討開始から NSC ４４の提出までは，三つの抑制要因すべてが影響していた

と考えることができる。

NSC ４４の提出後は，その検討過程におけるマッカーサーの反対論の影響

は実質的に消失した。４８年１２月にマッカーサーが再軍備計画の策定開始を

認める「各論賛成」の立場を示したことで，国防総省では，現地司令官の

同意が得られたことになっていたからである。マッカーサーは，日本周辺

に米軍が駐留していれば日本の再軍備は不要という，軍事戦略として欠陥

を抱えた自らの議論に不安を覚えていたと推察される。他方国務省は，日

本再軍備によって戦時における米軍の負担が軽減されるという軍事的効用

を認めた。これにより，日本再軍備によってソ連との安全保障のジレンマ

が生じて米国の負担が増えるという見解は，論理的に効力を失った。実際，

NSC ４４の検討過程で国務省がこの見解を持ち出すことはなくなる。その一

方で，国務省は，日本や極東諸国への配慮から，国防総省の求める計画策

定の政府文書への明記や「準備措置」の実施に頑なに反対した。その結果，
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NSC ４４は実質的に頓挫することとなった。NSC ４４の検討過程における主

たる抑制要因は，日本や極東諸国に対する政治的配慮―さらにいえば，

それによって両者の米国からの離反を防ぐという冷戦戦略―および国防

総省が懸念していた日本軍事大国化の可能性にあったといえるだろう。

４９年秋に対日講和条約の安全保障条項を検討する委員会での検討事項と

なった日本再軍備の問題は，同年末に対日講和自体が米国政府内で行き詰

まるのと並行して，暗礁に乗り上げる。その後，国防総省内では，５０年３

月と７月の二度，NSC ４４を復活させようとする動きが生じたが，これが具

体化することはなかった�。本稿冒頭で触れたように，日本再軍備が米国

政府の正式な決定事項となるのは，５０年９月のことである。なぜ，どのよ

うに米国政府は日本再軍備を決定したのか。国防総省，国務省，マッカー

サーの三者関係は，どのような構図だったのか。朝鮮戦争の勃発は，どの

ように影響したのか。本稿で明らかにした日本再軍備の促進要因と抑制要

因は，その決定に至る過程でいかなる影響を有していたのか。これらの問

題を残された研究課題として提示し，本稿の結びとしたい。
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